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参　加　資　格　確　認　書

加須市統合型・公開型GIS導入業務に係るプロポーザルの参加資格について、下記の内容において、事実と相違ないことを誓約します。
[bookmark: _GoBack]※グループ提案の場合は、代表事業者は、下記全てを満たしていること。代表事業者以外は、下記1～5を満たしていること。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）167条の4第1項に規定する者に該当しないこと。
２　本市の指名停止基準又はその他国等契約実施機関が定める指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていないこと。
３　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。
ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。
４　役員等（受注は営業所等の代表者をいう）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員でないこと。
５　直近の1年間において、国税及び地方税を滞納していないこと。
６　提案するサービス（自社製品）が、デジタル庁の「デジタル地方創生サービスカタログ 」に登録されていること。
７　一般財団法人全国地域情報化推進協議会（APPLIC）による地域情報プラットフォーム（GISユニット）の登録製品を自社で保有していること。
８　一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）によるプライバシーマーク又はISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得していること。
９　地方公共団体において、LGWAN-ASPサービスによる全庁的に使用する統合型GISパッケージ製品（自社製品）」と「インターネットASP方式による公開型GIS（自社製品）」双方の導入及び3年以上の運用実績を有すること。
